
吉賀町事業経営継続補助金交付要綱 

 

（目的） 

第1条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症（以下「感染症」という。）拡大の影響により

売上が減少したため、町内の小規模事業者等が事業の持続的な経営に向けて販路開拓や生産性

向上を図るための取組みに対し、吉賀町事業経営継続補助金（以下「補助金」という。）を交

付するものとし、その交付に関しては、吉賀町補助金等交付規則（平成18年吉賀町規則第13

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、町長が必要、かつ、適当と認めるものにつ

いて、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。 

（補助金の交付の対象等） 

第2条 補助金の交付の対象、補助対象経費、交付の率、事業者区分及び交付の限度額は、次の

表のとおりとする。ただし、補助対象経費が国、県その他の補助事業の補助対象となっている

場合にあっては、補助対象外とする。 

交付の対象 補助対象経費 交付の率 事業者区分 交付の限度額 

町内において事業所

又は店舗等を有する

者（風俗営業等の規

制及び業務の適正化

等に関する法律（昭

和 23年法律第 122

号）第 2条第 5項に

規定する性風俗関連

特殊営業に該当する

事業者を除く。）で

次のいずれにも該当

する者。 

ア 販路拡大や生産

性向上を図るための

取組みを行う者 

補助対象経費は

次に掲げる経費

（消費税及び地

方消費税相当額

を除く）とす

る。 

(1)改修費 

(2)備品購入費 

(3)広告宣伝費 

(4)ウェブサイ

ト関連費 

(5)展示会等出

店費 

(6)前各号に掲

げるもののほ

補助対象経費

の 2/3以内

（1,000円未

満切り捨て） 

令和元年、令和 2

年、令和 3年のいず

れかの年の売上高

（以下この表におい

て「売上高」とい

う。）が 50万円以

上 100万円未満の事

業者 

5万円 

売上高が 100万円以

上 300万円未満の事

業者 

10万円 

売上高が 300万円以

上 500万円未満の事

業者 

20万円 



イ 申請者等が暴力

団に関与していない

者 

ウ 今後も引続き事

業を継続していく意

思のある者 

か、その他町長

が認める経費 

※令和 4年 4月

1日以降に着手

し、令和 5年 2

月 28日までに

完了した事業を

対象とする。  

売上高が 500万円以

上の事業者 

30万円 

（補助事業の申請期間） 

第3条 事業申請期間は令和4年7月1日から令和4年10月31日（必着）とする。 

（補助金の交付申請） 

第4条 補助金の交付を受けようとする者（以下「補助金交付対象者」という。）が規則第4条の

規定により提出する申請書は、吉賀町事業経営継続補助金交付申請書（様式第1号）とし、関

係書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

2 交付申請は、1事業者あたり1回までとする。ただし、町内に複数店舗を有している事業者等

は、店舗ごとに申請できるものとする。 

3 交付決定の前に完了した事業に要した経費については、適正と認められる場合には、補助の

対象とする。 

（補助金の交付決定） 

第5条 町長は、規則第5条の規定により補助金の交付を決定したときは、吉賀町事業経営継続補

助金交付決定通知書（様式第2号）により補助金交付対象者に通知するものとする。 

（交付申請の取下げ） 

第6条 補助金交付対象者は、補助金の交付決定の通知を受けた場合において、交付の決定の内

容又はこれに付された条件に対して不服があり、補助金の交付の申請を取下げようとするとき

は、当該通知を受けた日から7日以内に町長に書面をもって申し出なければならない。 

（補助事業の経理等） 

第7条 補助金交付対象者は、補助事業の経費については、帳簿及び全ての証拠書類を備え、他

の経理と明確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。 

2 補助金交付対象者は、前項の帳簿及び証拠書類を事業の完了（廃止の承認を受けた場合を含

む。）の日の属する年度の終了後5年間、町長の要求があったときは、いつでも閲覧に供せる

よう保存しておかなければならない。 



（補助事業の変更等） 

第8条 補助金交付対象者は、規則第9条第1項の規定により次の各号のいずれかに該当するとき

は、吉賀町事業経営継続補助金変更（中止・廃止）承認申請書（様式第3号）に、関係書類を

添えて町長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（1）補助対象経費の額を増額しようとするとき。 

（2）補助事業の内容を変更するとき。ただし、次に掲げる軽微な変更は除く。 

ア 補助目的に変更をもたらすのではなく、かつ、補助金交付対象者の自由な創意によっ

て、より能率的な補助目的達成に資するものと考えられる場合 

イ 補助目的及び事業効果に関係がない事業計画の細部の変更である場合 

（3）補助事業の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとするとき。 

2 町長は、規則第9条第2項の規定により補助金の交付の変更等を決定したときは、吉賀町事業

経営継続補助金変更（中止・廃止）交付決定通知書（様式第4号）により当該申請者に通知す

るものとする。 

（補助金の実績報告） 

第9条 規則第10条に規定する実績報告書は、吉賀町事業経営継続補助金実績報告書（様式第5

号）とする。 

2 補助金交付対象者は、前項の実績報告書を当該補助事業の完了した日から起算して30日を経

過した日又は事業の属する年度の3月10日のいずれか早い日までに関係書類を添えて町長に提

出しなければならない。 

（補助金額の確定） 

第10条 町長は、規則第11条の規定により交付すべき補助金の額を確定したときは、吉賀町事業

経営継続補助金確定通知書（様式第6号）により補助金交付対象者に通知するものとする。 

（補助金の支払） 

第11条 町長は、第1条に規定する補助金の交付の目的を達成するために必要があると認めると

きは、補助金交付対象者に対し、補助金の一部を概算払により交付することができる。 

2 補助金交付対象者は、補助金の概算払いを受けようとするときは、吉賀町事業経営継続補助

金概算払請求書（様式第7号）を町長に提出しなければならない。 

（補助金の調査及び報告） 

第12条 町長は、この要綱を適正に運用するため必要と認める場合は、補助金交付対象者に対し

て、必要な事項について報告を求めることができる。 

2 町長は、補助金交付対象者の関係帳簿書類等を関係職員に調査させることができる。 



（交付決定の取消し等） 

第13条 町長は、規則第15条第1項の規定により第8条第1項第3号の補助事業の全部若しくは一部

の中止若しくは廃止の申請があった場合又は次の各号のいずれかに該当する場合には、第5条

第1項の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 

（1）補助金交付対象者が法令若しくはこの要綱の規定又は法令若しくはこの要綱の規定に基

づく町長の処分若しくは指示に違反した場合 

（2）補助金交付対象者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

（3）補助金交付対象者が、補助事業に関して不正又は不当な手段により交付決定又は交付を

受けた場合 

（4）交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がな

くなった場合 

2 町長は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助事業が

交付されているときは、期限を付して当該補助事業の全部又は一部の返還を命ずる。 

（その他） 

第14条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

 


